
株式会社 テレワークマネジメント 
株式会社 ワイズスタッフ 

超高齢化社会に向けた「働き方」の改革 
～ 柔軟な働き方「テレワーク」という選択肢 ～ 

Flexible Work, 
Flexible Business, 
Flexible Life. 

資料２－１ 



Copyright © 2012 TELEWORK MANAGEMENT All Rights Reserved. 

「テレワーク」とは・・・ 

2 

離れた 働く 

ＩＴを活用して、場所や時間にとらわれない
柔軟な働き方 

OPENOPEN

出張先 

週８時間以上 

テレワーカー 

自宅 

テレワーカー 

週８時間以上 
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テレワークの分類と関連するキーワード 

テレワーク 
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コワーキングスペース 

ノマドワーカー 

在宅ワーカー 

在宅勤務者 モバイル型 
テレワーカー 

SOHO・
フリー 

モバイル型 在宅型 

雇用型 

自営型 

ＩＴを活用して、場所や時間にとらわれない柔軟な働き方 

2015年までに 
在宅型テレワーカーを 

７００万人に・・・ 
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超高齢社会におけるテレワークを3つの視点からみてみます 

労働力
の減少 

高齢者
雇用 

介護 
退職 

4 
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日本の人口推移 

http://www.bowlgraphics.net/tsutagra/03/ 

労働力の減少 

http://www.bowlgraphics.net/tsutagra/03/
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労働力不足への対策・3つの方向性 

外からの労働力を活用する 

働ける人にもっと働いてもらう 

働きたいけど働けない人に働いてもらう 

6 

女性・障がい者・高齢者等 

労働力の減少 
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これからの社会、高齢者は膨大な労働力 

7 ※東洋経済1/26「65歳定年の衝撃」特集より 

労働力の減少 

高齢者の労働力 
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高年齢者雇用安定法の改正 
 2013年4月～ 

 「継続雇用をしない」という選別行為が禁止される 
 認定範囲をグループ企業まで拡大される 
 義務違反には、企業公表のペナルティがある 

8 ※厚生労働省「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の一部を改正する法律(平成24年法律第78号)」概要資料 

企業負担 
の可能性 

高齢者雇用 
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改正に伴う、企業の対応 

9 ※東洋経済1/26「65歳定年の衝撃」特集より 

企業の賃金負担が、40-50代の

賃金や新卒者採用の抑制になる
危険性 

高齢者雇用 
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高齢労働者の就業可能性は・・・ 

18.9 

38.3 

54.6 

37.5 

50.2 

43.1 

36.2 

43.1 

28.1 

16.5 

8.3 

17.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

65~69歳 

60~64歳 

55歳~59歳 

総数 

高齢労働者の肉体的な面からみた就業可能性 

フルタイム勤務可能 職場・勤務の条件によっては可能 働くことができない 

10 
出所(独立行政法人労働政策研究・研修機構「高齢者の雇用・就業に関する調査」2009) 

高齢者雇用 
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企業と労働者のニーズ 

企業 
• 働ける人にはしっかり働い
てほしい 

• 賃金コストを多大にかけたく
ない 

労働者 
• 働けるうちはしっかり働きた
い 

• 健康状態と応じて働きたい 

11 

柔軟な就労、柔軟な雇用 

高齢者雇用 
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介護退職 

12 

親の介護が原因で会社を退職すること 

介護退職 
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企業も危機感を感じ始めている・・・ 

ある大手メーカーは、2023年には 
「介護が必要となる親を抱える社員が６分の１」 

を占めると試算 

2007年「介護退職」は１４万人 潜在人数も多く、 
 さらに大きな社会問題に・・・ 

少子化による一人っ子の増加 

女性の社会進出 

男性の生涯未婚率の増加 

高齢者雇用の拡大 

介護退職 
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企業の対応は・・・ 

再雇用制度 介護休業期間
の延長 

介護のための
金銭的補助 

看護休暇日の
増加 

介護施設の
あっせん 

フレックスタイ
ム勤務制度の

導入 

短時間正社員
制度の導入 

在宅勤務制度
の導入 

14 

介護退職 
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「在宅」で働き、介護する 

在宅で 
介護する 在宅で働く 

15 

「収入を得ながら介護する」「介護が終わったら復帰できる」 
「在宅で働く」という選択肢が必要 

介護退職 



Copyright © 2012 TELEWORK MANAGEMENT All Rights Reserved. 

超高齢化社会のソリューションとしてのテレワーク 

労働力
の減少 

高齢者
雇用 

介護 
退職 

16 

テレワークという選択肢 
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企業におけるテレワークの導入状況 

テレワークを導入している企業 

   9.7％ 
資本金50億円以上では 

   24.7％ 
テレワークを利用する従業員の
割合は、 

「５％未満」が65.4％ 

テレワークを導入している企業 

導入している 

導入していないが、具体的

に導入予定がある 
導入していないし、具体的

な導入予定もない 
無回答 

９.７％ 

資本金50億円以上 

２４.７％ 
 

資本金1,000万円未満 

２.７％ 
 

５％未満 

５％～１０％未満 

１０％～３０％未満 

３０％～５０％未満 

５０％～８０％未満 

８０％以上 

無回答 

テレワークを利用する従業員の割合 

６５.４％ 

（出典）総務省「平成23年通信利用動向調査」 
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin02_02000040.html 

17 

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin02_02000040.html
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業務評価を 
どうすればい

いのか 

時間管理を
どうすればい

いのか 

社員間の不公
平感をどうする

のか 

生産性は 
本当に向上して

いるのか 

「テレワーク」を導入したものの・・・ 

18 

ワークライフ 
バランス 

生産性の 
向上 

人材の確保 災害時の 
事業継続 

制度やシステムを導入しても、利用されない。効果が出ない 

コスト削減 

障がい者雇
用 

導入 

週一回のみ育児・介護社員の在宅勤務が多い 
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「在宅勤務者が増えない」理由の考察 

1名×週1日 

5名×週5日 

5名×週2日 

5名×週5日 

= 

= 

チーム全体におけるテレワーク比率 

25 
1 

25 
10 

１人のみ週１日 

全員が週2日 会社 

テレワーク 

週1日 

４％ 

1人のみ週1回テレワークの場合 

チーム業務全体における、 
テレワーク比率 

会社 

週2日 

週2日 

週2日 

週2日 

週2日 

テレワーク 

４０% 

全員が週2回テレワークの場合 

チーム業務全体における、 
テレワーク比率 

テレワーク 

テレワークに適しているとされる仕事 
(資料作成など)が全体の40％を占め 
る業務はほとんどなく、結果として、 
効率低下、または、テレワークできない 
という状態になることが予測される 

19 
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テレワークでも 
できるように 

仕事のやり方を変える 

「テレワークでは仕事が限られる」 

企業が強くなり、 
社員も利用しやすくなる 

・情報のデジタル化 
・コミュケーションのIT化 
・フリーアドレス制 
・会社機能のクラウド化 

・有能な人材の確保 
・人材流出の防止 
・オフィス経費の軽減 
・社内全業務の効率化 
・危機管理対策 

発想の
転換 

・資料作成 
・翻訳 
・データ分析 

テレワーク導入による「企業の生産性向上」 

在宅で 
できる仕事
をつくろう 

いつもの 
仕事が在宅
でもできる 
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テレワークのメリットを享受し、利用しやすくするには・・・ 

21 

テレワーク 

自宅 

従来のテレワーク 

テレワーク 

出張 

在宅勤務のための準備が 
必要のため、非常時に対応しにくい 

週1日だけ、子育て・介護中のみの 
在宅勤務制度の場合・・・ 

テレワーク 
テレワーク 

目指すべきテレワーク 

出張 
自宅 

ネット(クラウド)上に会社があれば、 
いつでも仕事ができ、 
非常時も、事業を継続できる 

可能な限り、ネット(クラウド)上に、 
会社の機能（設備。情報・仲間）を 
置き、どこででも仕事ができる。 
もちろん、会社に出社が基本でもOK 

ネットオフィス型テレワーク 



Copyright © 2012 TELEWORK MANAGEMENT All Rights Reserved. 

育児・介護者 

企業イメージ 
UP 

ワークラフ 
バランス 

週1回 

特定業務の 
持帰り 

チーム業務 
の実施 

社内全体で 
の実施 

有能人材確保 

週2~3回 

特定部門 

部門生産性の 
向上 

能力の発揮 

オフィスコスト
削減 

大地震等通勤
困難時の 
業務継続 

ダイバーシティ
実施 

希望社員 

週3~4回 在宅中心 

障害者・高齢
者雇用 

緊急時全員 

雇用継続 
育児・介護者
のフル活用 

在宅勤務ができる社員 
全員(可能) 一部 

在
宅
勤
務
で
き
る
頻
度 

週1回 

週2回 

在宅 
中心 

週3回 

win-win   
目指す方向性と在宅勤務導入のステップ 

導入メリット 

22 



Copyright © 2012 TELEWORK MANAGEMENT All Rights Reserved. 

超高齢社会におけるテレワークの推進 

告知 
• 「在宅で働
く」という選
択肢を知っ
てもらう 

促進 
• 企業にテレ
ワークを導
入を促進
する 

指導 
• 効果のあ
るテレワー
クの運営を
指導する 

23 

社員も企業もICTや制度・運用に慣れるには時間がかかります。 
5年後・10年後を見据えた形で、早急に実施する必要があります。 
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田澤由利のご紹介 

・総務省 地域情報化アドバイザー 
・総務省 ICT超高齢化社会構想会議WG構成員 
・北海道教育委員会 教員委員 
・北海道労働局 雇用均等行政推進員 
・北海道商工業振興審議会委員 
・北海道 本人確認情報保護審議会委員 
・奈良県 こども・子育て応援県民会議委員 
・奈良のむらづくり協議会 副代表幹事 
・ NPO法人奈良NPOセンター理事 
・ NPO法人 電子自治体アドバイザークラブ理事 
 

日経WOMAN「ウーマン・オブ・ザ・イヤー2009」より 

日経ビジネス「旗手のアリア」 

NHK めざせ!会社の星 

株式会社 テレワークマネジメント 

テレワーク 
の普及 

テレワーク 
の実践 

株式会社 ワイズスタッフ 株式会社 ワイズスタッフ 

福田総理への提言 

奈良県生まれ、北海道在住。上智大学卒業後、(株)シャープでパソコンの商品
企画を担当。しかし、出産と夫の転勤でやむなく退職。子育て中でも地方在住で
も仕事をしたいと、娘三人育てつつ、夫の転勤について5度の転居をする中、フ
リーライターとして自宅で働き続けた。 
 

1998年、転勤先であった北海道北見市で「在宅でもしっかり働ける会社を作りた
い」と(株)ワイズスタッフを設立。さまざまなIT関連業務を受託し、全国各地に在
住する160人のスタッフ(業務委託)と、ネット上でプロジェクトを遂行している。 
 

2008年には、柔軟な働き方を社会に広めるために、(株)テレワークマネジメントを
設立。8割以上が在宅勤務者。企業の在宅勤務の導入支援や、国や自治体の
テレワーク普及事業を広く実施している。また自らも、場所や時間に縛られない
柔軟な働き方として「テレワーク」に関する講演や講義、Facebook等で広く情報
発信・普及活動を行っている。 

http://wol.nikkeibp.co.jp/article/magazine/20101104/109121/
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